





































































都道府県名 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年
1 北 海 道 7 16 22 32 41 49
2 青 森 県 1 1 2 4 10 17
3 岩 手 県 1 5 7 11 18 21
4 宮 城 県 1 1 1 2 9 10
5 秋 田 県 9 12 15 20 24 28
6 山 形 県 3 4 7 7 15 17
7 福 島 県 1 5 8 12 22 26
8 茨 城 県 2 5 11 22 28 31
9 栃 木 県 5 7 7 8 12 16
10 群 馬 県 4 12 18 21 24 27
11 埼 玉 県 0 4 8 13 25 27
12 千 葉 県 1 8 12 15 18 21
13 東 京 都 3 19 33 51 65 74
14 神奈川県 4 12 19 25 28 34
15 新 潟 県 0 2 5 10 16 22
16 富 山 県 1 2 3 5 7 10
17 石 川 県 5 5 5 7 7 8
18 福 井 県 0 1 2 2 7 7
19 山 梨 県 0 1 1 2 3 3
20 長 野 県 2 7 8 8 9 10
21 岐 阜 県 0 1 2 3 8 9
22 静 岡 県 0 0 2 5 9 14
23 愛 知 県 3 4 5 9 14 16
24 三 重 県 0 0 0 1 2 4
25 滋 賀 県 1 3 7 14 17 18
26 京 都 府 0 0 0 0 0 0
27 大 阪 府 1 2 5 13 19 26
28 兵 庫 県 12 15 19 31 60 72
29 奈 良 県 0 0 1 4 4 7
30 和歌山県 0 2 4 6 8 9
31 鳥 取 県 0 0 0 0 3 11
32 島 根 県 0 0 2 2 2 4
33 岡 山 県 0 3 5 6 7 9
34 広 島 県 5 7 12 14 22 27
35 山 口 県 1 1 2 3 5 6
36 徳 島 県 1 2 2 2 2 3
37 香 川 県 0 1 1 1 1 1
38 愛 媛 県 0 4 8 10 11 16
39 高 知 県 3 3 5 10 15 17
40 福 岡 県 6 9 13 14 24 26
41 佐 賀 県 4 8 10 20 28 31
42 長 崎 県 1 15 26 37 40 42
43 熊 本 県 0 1 1 2 3 3
44 大 分 県 1 5 5 7 19 23
45 宮 崎 県 2 5 11 17 21 27
46 鹿児島県 3 9 16 24 30 31
47 沖 縄 県 0 0 0 0 0 1
合　　計 94 229 358 532 762 911
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松川恵子　　認定こども園の現状と課題⑷ 　― 子ども・子育て関連３法について ―




























































































































































































































































































































































６）「子ども・子育て関連 3 法について」（平成24年 9 月）
内閣府・文部科学省・厚生労働省
７）「子ども・子育て支援法」第 1 条
８）　　　　 同　上 　　　　第 8 条
９）　　　　 同　上 　　　　第 9 条
10）　　　　 同　上 　　　　第10条
11）　　　　 同　上 　　　　第11条















27）　　　　 同　上　　　　 附則第 1 条
28）「子ども・子育て関連 3 法について」（平成24年 9 月）
内閣府・文部科学省・厚生労働省
29）「認定こども園法一部改正法」第 2 条第 7 項
30） 　　　　 同　上　　　　　　第 2 条第 8 項








５　お わ り に
　今、急速な少子化の進行、深刻な待機児童問題
などから、保育への社会的関心が高まってきてお
り、政府が推進して保育政策に取り組んでいる。
今後、子ども・子育て支援についての新しい体制
は、内閣府に設置される子ども・子育て本部にお
いて整備されていくことになる。具体的な基準や
給付等に関してはこれから決まることがほとんど
であるが、平成24年度補正予算案や平成25年度政
府予算案には子ども・子育て支援新制度に関する
新規の経費も計上され、新体制実現に向けて進ん
でいるという実感をもつことができる。
　また、新体制へと進展していく中で保育者の需
要も増大すると考えられるが、保育の質の低下も
懸念される。平成24年度補正予算案には、安心こ
ども基金を積み増し・延長し、保育士の確保策と
して就業継続支援や処遇改善に多くの経費が計上
されている。今後、さらに保育士の量的拡大及び
質的向上が求められる。保育士の平均勤続年数を
伸ばし、保育の質向上に資することができるよう、
キャリアアップのシステムを構築すること等も欠
かせない課題である。
　子ども・子育て関連３法の施行後は、幼稚園は
文部科学省、保育所は厚生労働省、幼保連携型認
定こども園は内閣府の所管となり、幼保三元化に
なるという批判もあるが、「子ども・子育て支援法」
で財政支援を統一し、「認定こども園法一部改正
法」で「学校及び児童福祉施設としての法的位置
付けを持つ単一の施設」である幼保連携型認定こ
ども園を創設したことで、内閣府を中心とした一
元的体制の確立へと一歩進んだと考えられる。今
こそ、子どもたちが安心し充実して“今”を生き、
健やかな発達を遂げながら“未来”へと向かって
いけるよう、社会全体で“保育”を考えるべきと
きなのではないかと考える。
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